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近年,コミュニティバスの導入が進んでいる.多くの自治体の公共交通に関する計画ではバスネットワー

クによる人口のカバー率を特に重視する傾向にあるが,利用者数が伸び悩み,財政負担が生じているケース

が多くみられる.つくば市のコミュニティバス「つくバス」も同様にカバー率を重視していたが,2011 年に

大規模再編を行い,重視する点を鉄道駅への直行速達性に変更した結果,利用者数が大幅に増加している.本

研究では「つくバス」を対象とし,大規模再編前後における需給の変化と利用者数増加の要因について分

析を行った.需給の変化の可視化により,特に増便を行った地域において需要が増加したことがわかった.ま

た,5 つのゾーンに分けた分析では,2010 年から 2020 年にかけての人口増減に関わらず利用者数が増加した

傾向にあることが明らかとなった. 
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1. 序論 

 

(1) 背景 

近年我が国では,自治体によって運行されるコミュニ

ティバスの導入が進んでいる.1)2020 年には全国の自治体

の 80%近くにあたる 1367 の自治体がコミュニティバス

を導入しており,その主な目的は民間バス事業者の供給

が行き届かない公共交通空白地域の解消である.コミュ

ニティバスのネットワークを計画する際に自治体が重視

する点は様々だが,多くの自治体の公共交通に関する計

画では「バスネットワークによる人口のカバー率」を特

に重視する傾向にある.しかし,各路線の運行頻度や運賃

等のサービス水準についてまで総合的に検討されたもの

は少なく,計画の際に重視する点について明確な根拠に

基づいて議論されていないケースが多くみられる.従っ

て,カバー率を特に重視する傾向にあるコミュニティバ

スに対して,そのあるべき姿について議論する必要があ

ると考えられる.本研究では,大規模な路線網の再編によ

り,「バスネットワークのカバー率」から「鉄道駅への

直行速達性」へと重視する点を変化させたつくば市のコ

ミュニティバス「つくバス」の事例を対象として,再編

前後の需要の変化について分析を行う. 

(2) 既往研究の整理と本研究の位置づけ 

バスの再編を扱った既往研究としては以下のようなも

のがある.2)柿本ら(2006) は,現状のバス路線における運行

本数・最大輸送可能量(供給面)と乗降客数・混雑率等(需

要面)を可視化することで,乗降者数の実態に即した合理

的な再編の必要性を示している.3)溝上ら(2010) は,路線ポ

テンシャルを用いた潜在需要予測と交通機関別分担モデ

ルを用いた顕在化需要予測の結果を示すことで,計画段

階のバス路線再編の有効性を検証している.このように,

既存路線の最適化や再編後の需要予測をテーマとした研

究は数多く存在するが,実際のバス路線の再編による需

要の変化要因を分析した研究や,つくバスのように計画

において重視する点を変更し,大規模な再編を行った事

例について扱っているものは少ない. 

また,バスのサービス水準と需要の関係について扱っ

た研究としては以下のようなものがある.4)岡本ら(2021)

は,複数の選択肢のうち２項目ずつを一対比較形式で提

示し,どちらをより好むかをアンケート調査によって集

計・分析する一対比較法と,各自治体の人口一人当たり

のバス年間輸送人員を被説明変数とし,各サービス水準

や社会経済データを説明変数とした重回帰分析を行い,2 

つの分析結果を照らし合わせることで,バス利用者数に
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影響を与える要因を明らかにしている.5)古川ら(2010)は,

中山間地域におけるバス停勢力圏ごとの乗車人数を被説

明変数とし,バス停ごとのサービス水準や人口等を説明

変数とする重回帰分析を地域別,時間帯別に行うことで,

居住地の特性や時間帯ごとの利用目的の違いを考慮した

上で,バス利用に影響を与える要因について分析してい

る.このように,一時点においてバスの利用要因について

分析を行った研究は数多く存在するが,バスのサービス

水準や住民の個人属性,世帯属性等の時系列的な変化か

ら分析を行った研究は少ない. 

 そこで本研究では,つくバスの大規模再編の前後にお

ける需給の変化を統計的に捉え,バスのサービス水準の

変化という施策による要因と,人口等の潜在需要の変化

という外的な要因の両面から,利用者数増加の要因を明

らかにする. 

 

 

2. 「つくバス」について 

 

(1) つくば市と「つくバス」の概要 

 本研究では,つくバスの運行地域である茨城県つくば

市を対象とする.つくば市の公共交通機関は,東京方面へ

のアクセスが可能な鉄道であるつくばエクスプレス線,

近隣都市間や市内地域間を結ぶ民間路線バス,つくば市

が運行するコミュニティバス「つくバス」,及びオンデ

マンド乗合タクシー「つくタク」から構成される. 

 本研究の対象となる「つくバス」について紹介する.

つくば市のコミュニティバス「つくバス」は 2006 年に

全 15 系統で運行を開始し,2011 年に計画をほぼ白紙に戻

すほどの大規模な再編を実施したことで全 6系統での運

行に変更された.その後もバス停やルートの追加等が行

われ,2022年現在では全 10系統で運行されている.図-1は

2011年の大規模再編前後における路線網の変化を表して

いる.2010 年時点では,各地域を循環する循環型の路線が

15系統,始点と終点を往復するシャトル型の路線が1系統

で運行されていたのに対し,2019 年時点では,シャトル型

の路線9系統で運行され(左図に点線で示した学園南循環

は 2011 年に民間路線バス会社に譲渡され,2019 年時点に

おいても運行されている),公共交通空白地域においては

2011年より運行が開始されたオンデマンド乗合タクシー

「つくタク」が補完している.このことから,2011 年の大

規模再編を機に運行形態が大きく変化したことがわかる.

路線バスのバス停を含めたバス停 500m 圏のカバー率を

比較すると,2010年時点は面積カバー率85.3%,人口カバー

率 94.7%であったのに対し,2019 年時点は面積カバー率

69.6%,人口カバー率 80.1%であることから,カバー率が大

幅に減少していることがわかる.これほどまでカバー率

が減少しているにもかかわらず,つくバスの利用者数は

2011 年の再編を機に年々増加傾向にあることが図- 2 よ

りわかる. 

 

 

 

図-1 2011年の再編前後におけるつくバスの路線網 

 

 

図-2 6) つくバス年間利用者数の推移 

 

(2) つくバス大規模再編の経緯 

2011 年に行われた大規模再編の意図に関して,運行主

体であるつくば市は次のように述べている. 

6)再編前の第 1期(2006～2010年)に関しては,「第 1期は

多くの地域をカバーできるよう,旧庁舎を中心とする地

域循環型として運行された.この運行形態は,バス利用可

能圏域が広く,市内の大部分をカバーできる一方,路線が

長大で1運行当たりの所要時間が長くなり,定時性や便数

の確保に苦慮し,結果的に鉄道乗継利便性も低いという

短所もあり,利用者の大きな増加にはつながらなかった.」

としている.つまり,再編前においては「バスネットワー

クによる人口のカバー率」を特に重視していたことがわ

かる. 

一方,再編後の第2期(2011年～)に関しては,「第２期は,

第１期の運行形態を見直し,路線バスを補完するよう,ま

た鉄道駅との直行速達性を重視して路線を再編した(循
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環型からシャトル型へ変更).この運行形態は,第１期と比

較すると,市内のカバー圏域は小さくなるものの,鉄道駅

へのアクセス性は向上し,また全体の路線長も短くなる

ことから,定時性が向上し,便数も増便した.」としている.

つまり,再編後においては「鉄道駅との直行速達性」を

特に重視しており,再編前後において重視する点が変化

していることがわかる. 

 

 

3. つくバス再編前後における需給の変化 

 

(1) 分析に使用したデータ 

表-1 に本研究での分析に使用したデータを示す.つく

バス時刻表データは 2010 年,2019 年のそれぞれにおいて

市民向けに発行されていたパンフレットから,バス停ご

との運行本数や運行時間帯,経由路線数を抽出したうえ,

最寄り駅までの所要時間及び運賃を算出して作成したも

のである.つくバス利用者数データは,2010 年,2019 年に全

数集計された年間の利用者数データである.なお,これは

運転手がバス停ごとに乗降者数をカウントする方法で調

査され,全便で行われたものである. 

 

表-1 使用データ一覧 

 

項目 提供元 

つくバス時刻表データ (2010,2019) つくば市 

つくバス利用者数データ (2010,2019) つくば市 
7)500mメッシュ人口データ (2010,2020) 総務省統計局 

 

 

(2) 運行頻度と車両台数 

図-3 に 2010 年,2019 年時点におけるつくバスの路線ご

との運行本数を示す.全体的に運行本数が増便しており,

再編後においては全路線が 1 日 15 本以上で運行されて

いる.これを運行間隔で表すと図-4 のようになる.再編前

は 90 分以上に 1 便の路線がほとんどであったのに対し,

再編後は全便において 60分以内に 1便,9路線中 4路線が

30分以内に 1便の間隔で運行している. 

表-2に路線ごとの路線長,1便当たり所要時間,及び運行

本数の平均値を示す.なお,1 便当たり所要時間とは,各路

線の始点から終点までに要する時間を指す.表-2 より,再

編によって路線長が大幅に削減され,それに伴い1便の運

行に要する時間が短縮された傾向にあることがわかる.

さらに,所要時間が短縮されたことで,全体的に運行本数

を大幅に増便させることが可能となっている. 

表-3に1日あたりのバス車両使用台数を示す.バス台数

の合計にはほとんど変化はないが,輸送可能容量の合計

は大幅に増加している.これは,再編によって小型バスメ

インの運行から中型バスメインの運行にシフトしたため

であり,輸送力の高い車両を用いて需要の大きい箇所を

中心に運行するようになったことがうかがえる. 

 

 

 

図-3 運行本数の変化 

 

 

 

図-4 運行間隔の変化 

 

 

表-2 路線長・1便当たり所要時間・運行本数の平均値 

 

項目 2010年 2019年 

路線長 (km) 33.6 23.0 

1便当たり所要時間 (分) 96.0 65.6 

運行本数 (本) 13.5 31.3 

 

 

表-3 1日当たりのバス車両使用台数の変化 

 

項目 2010年 2019年 

56人定員中型バス(台)  

32人定員小型バス(台) 

バス台数計(台) 

輸送可能容量(人) 

3 

21 

24 

840 

17 

8 

25 

1208 

2010 2019 
(本) 

~ 10 
10 ~ 20 
20 ~ 30 
30 ~ 50 
50 ~ 

~30 

30~45 

45~60 

60~90 

90~120 

120~ 

(分) 2010 2019 
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(3) メッシュ単位でのサービス水準の比較 

本節では,2011 年の大規模再編前後におけるサービス

水準の変化を 500mメッシュ単位で比較する.なお,時刻表

データを用いてバス停ごとのサービス水準(最寄り駅ま

での所要時間・最寄り駅までの運賃・運行時間帯・経由

路線数)を割り当て,各メッシュの重心から500m圏内にあ

るバス停をアクセス可能なバス停とすることで,メッシ

ュごとのサービス水準について可視化を行った.なお,図-

5下部のグラフは,つくバスにアクセス可能な全人口に占

める割合を表したものである. 

図 -5 (a)に最寄り駅までの所要時間の変化を示す.本研

究では,つくバスを利用して最も早く到達することので

きる鉄道駅を最寄り駅と定義し,各バス停から最寄り駅

までの所要時間を算出した.先述の通り,2011 年の大規模

再編は鉄道駅への直行速達性を重視して行われたもので

あるが,「速達性」の部分については,ここで示した限り

ではそこまで大きな改善がなかったといえる. 

次に,つくバスの運賃体系について説明する.再編前は,

基本的には一律200円に設定されていたが,再編後は全路

線において距離に応じて運賃が決定される仕組みとな

り,200円～400円に設定されている.図 -5 (b)に,各メッシュ

から最寄り駅までの運賃を示す.なお,最寄り駅までの運

賃は,最寄り駅に最も早く到着するルートを選択すると

仮定して算出した.図 -5 (b)より,市北部地域において運賃

面での鉄道駅へのアクセスが改善されたことがわかる.

これは,再編前における地域循環 1～4コース(主に市北部

を運行)が鉄道駅を経由しない路線であったことから,乗

り換えが必要となっていたことによるものである. 

再編前後における運行時間の変化を図 -5 (c)に示す.な

お,運行時間とは,始発便から最終便までのつくバスが運

行している時間を指す.図 -5 (c)より,全体的に運行時間が

延長され,地域ごとのばらつきが小さくなったことがわ

かる. 

最後に,各メッシュからアクセス可能な路線数の変化

を図 -5 (d)に示す.アクセス可能な路線数とは,メッシュの

重心から 500m 圏内にあるバス停を経由する路線の数を

指し,重複を考慮している.全体的に大きな差はないが,再

編後は主に鉄道駅周辺に路線数が多いメッシュが分布し

ているのに対し,再編前は鉄道駅周辺以外においても路

線数が多いメッシュがみられる.これは,再編前において

は路線が重複する部分が多かったことによるものである.

 

 

(a)最寄り駅までの所要時間 (b)最寄り駅までの運賃 
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(c) 運行時間 (d)アクセス可能な路線数 

 

図-5 再編前後における各サービス水準の変化 

(上図：メッシュ単位での比較・下図：つくバスにアクセス可能な人口に占める割合)    

 

 

(4) 利用者数とサービス水準の関係 

表 -4にバス停ごとの1日あたりの平均利用者数と各サ

ービス水準の相関係数を示す.なお,再編後は最寄り駅ま

でのアクセスに乗り換えが不要となったことから,「最

寄り駅までの乗り換え回数」は 2010 年のみの項目とな

っている.また,最寄り駅までの所要時間と運賃が 0 とな

るバス停,つまり鉄道駅の最寄りのバス停4つは対象から

除外している.表- 4より,再編前,再編後ともに同様の傾向

がみられ,利用者数と運行本数の間には強い正の相関,運

行時間や路線数との間には弱い正の相関があることがわ

かる.一方で,利用者数と最寄り駅までアクセスするため

の時間的・金銭的なコストとの間にはほとんど相関がみ

られなかった. 

 

(5) 利用者数と人口の関係 

前節では,バスの利用者数を規定する要因としてサー

ビス水準を挙げたが,バス停勢圏内の人口もその要因の

うちの一つである.そこで本節では,利用者数とバス停勢

圏内の「人口」,「通勤通学者数」,「高齢者数」,「単独

世帯数」の関係を明らかにする.表-5にその相関係数を

示す.なお,バス停勢圏は 500mに設定し,重複する部分は

ボロノイ分割により領域を決定している.表-5より,再編

前はほとんど相関がみられなかったのに対し,再編後に 

おいては弱い正の相関がみられた.弱い正の相関がみら

れるようになったことついて,再編後は需要の多い箇所

を中心として集中的に運行していることが要因として挙

げられる. 

 

表-4 1日当たり平均利用者数と各サービス水準の相関係数 

 

サービス水準 2010年 2019年 

運行本数 

最寄り駅までの所要時間 

最寄り駅までの運賃 

最寄り駅までの乗り換え回数 

運行時間 

路線数 

  .565 

−.008 

−.048 

−.085 

  .134 

  .251 

   .554 

−.001 

−.002 

－ 

   .228 

   .352 

 

 

表-5 1日当たり平均利用者数と各バス停勢圏人口の相関係数 

 

バス停勢圏人口 2010年 2019年 

人口 

通勤通学者数 

高齢者数 

単独世帯数 

  .021 

  .020 

−.005 

  .015 

.187 

.190 

.111 

.205 

 

~ 10 

10 ~ 12 
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14 ~ 

(時間) 2010 2019 

0% 25% 50% 75% 100%
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4 ~ 
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4. つくバス利用者数増加要因の分析 

 

前章において,つくバスの各サービス水準と利用者数

との関係を明らかにした.特に運行本数が多いバス停ほ

ど利用者数が多い傾向にあることがわかり,再編による

運行本数の増便が利用者数増加に大きな影響を与えた可

能性が高いことがわかった.しかし,つくば市では 2010 年

から 2020年にかけての 10年間で人口分布や都市構造の

変化があり,そういった外的な要因によって利用者数が

増加した可能性も考えられる.そこで本章では,再編後に

おける利用者数増加の要因を,施策の影響による要因(サ

ービス水準の変化)と外的な要因(人口の変化)の両面から

明らかにする. 

 

(1) 人口の増減によるゾーン区分 

本章では,8)東京都市圏 PT調査の小ゾーン区分を用い,

人口の増減によってゾーン区分を行う.なお,面積の小さ

い一部の小ゾーンは,分析の都合上一つのゾーンにまと

めている.図-7に各小ゾーンにおける 2010年から 2020年

の属性別人口の増減を示す.人口,通勤通学者数はゾーン

によって増減に差がある一方,高齢者数や単独世帯数は

全ゾーンにおいて増加している.そこで本研究では,人口,

及び通勤通学者数の増減によって図-8のような 5つのゾ

ーンに分類を行った. .図-8で示したゾーンを図-9のよう

にメッシュに変換し,各メッシュの重心から 500m圏内に

位置するバス停をそれぞれ抽出した.これをゾーンごと

に集計し,各ゾーンからアクセス可能なバス停を抽出し

た. 

 

(2) ゾーンごとの利用者数及びサービス水準の変化 

本項では,どのゾーンにおいて利用者数やサービス水

準に変化があったのかを明らかにするために,ゾーンご

とにおいて,2010 年と 2019 年における利用者数やサービ

ス水準の間で t検定を行った.その結果を表-6に示す.利用

者数に関しては,①,②のような人口が増加したゾーンだ

けでなく,④,⑤のような人口が減少したゾーンにおいて

も,再編前後で有意な差がみられた.つまり,人口の増減に

関わらず利用者数が増加した傾向にあることがわかる.

「運行本数」に関しては,全てのゾーンにおいて再編前

後で 1%の有意な差がみられ,「運行時間」に関しても 4

つのゾーンで有意な差がみられた.「最寄り駅までの所

要時間」に関しては,④人口減少ゾーン北において有意

な差がみられたが,これはゾーンの中でも鉄道駅からの

距離が特に遠いバス停数が大きく減少したためであると

考えられる.「最寄り駅までの運賃」に関しては,最寄り

駅へのアクセスに乗り換えが不要となったバス停の多い,

②人口増加・通勤通学者数減少ゾーンと④人口減少ゾー

ン北において差が有意となっている.また,全体的に路線

の密度が減少したことから,4 つのゾーンにおいてバス停

を経由する路線数がマイナスの値を示した. 

 

 

 

 

 

(a)  人口          (b) 通勤通学者数        (c)  高齢者数       (d) 単独世帯数 

 

図-7 2010年から2019年にかけてのゾーンごとの人口増減 
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図-8 5つのゾーンによる分類              図-9 メッシュ単位への変換 

 

表-6  ゾーン別 t検定の結果

         

ゾーン名 利用者数 運行本数 運行時間 駅までの 

所要時間 

駅までの 

運賃 

路線数 

① 人口・通勤通学者増加 

② 人口増加・通勤通学者減少 

③ 人口変化なし 

④ 人口減少(北) 

⑤ 人口減少(南) 

3.44** 

2.17* 

3.17** 

2.37* 
4.39** 

6.58** 

6.94** 

8.08** 

9.79** 
7.76** 

5.22** 

1.88 

4.87** 

13.62** 
2.24* 

1.57 

2.17* 

1.38 

-5.45** 
3.02** 

1.65 

-3.16** 

1.54 

-11.24** 
7.89** 

-2.96** 

-2.66** 

-2.93** 

-2.97** 
0.75 

**：1%有意,*：5%有意 

 

 

5. 結論 

本研究では,2011 年のつくバス大規模再編前後におけ

る,サービス水準や人口の変化を捉えることで,需要の変

化についての分析を行った.その結果,以下 2 つの結論と

知見が得られた. 

 

・再編後における劇的な利用者数の増加には,運行本数

の増便が大きな影響を与えた可能性が高い. 

→この事例における運行本数の増便は,路線網を削減し,1

便当たりの所要時間を削減することで実現したものであ

る.よって,むやみにカバー範囲を確保するのではなく,十

分なサービス水準を確保した上で路線網を構築する必要

性があるといえる. 

 

・人口の増減によらず全ゾーンにおいて利用者数が増加

した. 

→潜在需要が減少した地域であっても,サービス水準の

向上によってより多くの需要を顕在化させることが可能

であるといえる. 

  

なお,本研究ではコミュニティバスのみに焦点を当て

て分析を行ったことから,路線バスやオンデマンド乗合

タクシーといった,つくば市内を運行する他の公共交通

機関を含めた分析を行い,包括的に需要やサービス水準

を捉えることが今後の課題である. 

 

謝辞：つくバスに関するデータを提供していただいた,

つくば市総合交通政策課のご担当者様に深く御礼申し上

げます. 
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Analysis of Changes in Demand Before and After the Restructuring of “Tsukubus” 

 

Tsubasa FUKAI, Naohisa OKAMOTO 

 

In Japan, introductions of community-buses has been promoted by municipalities. Many municipalities' 

public transportation plans tend to place particular emphasis on the coverage of the population by the bus net-

work, but in many cases, the number of passengers has stagnated. Tsukuba City's community-bus "Tsukubus" 

had similarly emphasized coverage, but in 2011 it underwent a major restructuring, changing the emphasis to 

direct and quick access to the railway stations, which has resulted in a significant increase in the number of pas-

sengers. In this study, the authors aim to describe changes in demand before and after this restructuring in Tsu-

kuba City, where TOD based urban development is promoted. The analysis showed that demand increased, in 

areas where the frequency of service especially increased, and the number of passengers tended to increase re-

gardless of the increase or decrease in population between 2010 and 2020. 
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